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研究論文 

スポ―ツ救護活動の動向と看護師の役割：文献レビュー

式澤明子 1・児玉ゆう子 2

本研究ではスポーツ救護体制の動向と看護師の役割に関する国内研究をレビューし、現

状と課題を検討した。医学中央雑誌で期間を限定せず「スポーツ」「救護」「救急」「看護」

をキーワードとして文献を検索し、タイトルと要旨にてスクリーニングを行い、対象文献

を抽出した。抽出された論文は 27 件であり、そのうち原著論文は 16 件、その他 11 件であ

った。原著論文ほぼ全てに「心肺停止時の救護」に関する内容が含まれていた。研究の動

向としては 2000 年代～2012 年頃まではマスギャザリング医療について多く研究され、そ

の後スポーツ救護にあたる人材の教育や育成に関する研究が多く行われるようになってき

た。近年では、ICT 技術を活用したヘルメットの開発と実証の報告やスポーツ歯科分野の

研究、救護スタッフのストレス評価に関する研究なども行われている。ほぼ全ての文献の

スポ―ツ現場に「看護師」の存在はあるが、看護師の明確な役割について述べられている

研究は 1 件であった。 

27 件全体では、マラソン・ロードレースの陸上競技を対象とした研究が約 53％（10 件）、

次いで海洋スポーツ・水泳競技 3 件、空手 2 件、柔道・バレーボール・サッカー・野球が

それぞれ 1 件ずつであった。マラソン・ロードレース競技は、大人数が参加するマスギャ

ザリングイベントであり、競技の特性上心肺停止のリスクが高いため、救護体制の構築や

研究が進んできたと考える。スポーツ現場で最も重要なことは心肺停止への対応であり、

救護スタッフの一員として活動する看護師に求められている能力は、一人でも判断ができ

る「アセスメント能力」と「AED・BLS 等の一次救命処置能力」であると考えられた。一方

で中小規模のスポーツイベントやマイナースポーツへの取り組みは始まったばかりであり、

今後全てのスポーツでの救護体制の充実が求められている。 

キーワード：スポ―ツ救護 スポ―ツ看護 看護師のアセスメント能力 スポ―ツ外傷

スポーツ突然死
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１．研究背景 

 

2011 年にスポーツ基本法 (文部科学省，2011)が施行され、スポーツは人々が生涯にわ 

たり心身ともに健康な生活を営むうえで欠かせないものとなっている。2017 年から取り組

まれた第 2 期スポーツ基本計画では、医療、栄養、スポーツ科学などの専門スタッフが少

ないことが、さらに第 3 期スポーツ基本計画では、スポーツ医・科学研究の推進や情報に

よるサポートの必要性、スポーツ事故・障害の防止、熱中症対策について言及され、スポ

ーツと医療の連携の必要性が明らかとなってきている。 

スポーツイベントに対する救急体制について、1000 人以上のマスギャザリングスに対す

る救急体制は救急医学会などを中心に検証されてきている。一方で、小規模イベントでの

事前準備や事故への対応について検討は不十分であり、小規模のスポーツイベントに対す

るメディカルサポートの報告は少ない (横江他, 2016)。しかし、令和 3 年度には傷害保

険が適用された外傷や急病などが 152,000 件以上も発生している（スポ―ツ安全協会，

2021）ことから、誰もが安心してスポーツに取り組むために救護体制の確立は急務である。 

近年、スポーツに関連した認定看護師の育成プログラムに取り組んでいる団体も存在す

る。日本スポーツ救護看護学会主催のスポーツ救護ナース認定講習は 10 単元の講義を受

け認定試験に合格すると認定スポーツ救護ナースとなることができる。日本健康運動看護

学会による健康スポーツナース認定制度も養成講座を受講後、認定試験に合格すると健康

スポーツナースと認定される。日本運動器看護学会も学会認定運動器看護師の育成を行っ

ている。スポーツ現場では、医師や看護師、理学療法士、柔道整復師、トレーナーなどの

さまざまな職種が関わっている。各職種が専門性を発揮し、選手が最大限のパフォーマン

スを発揮できるようサポートすることが望まれる。 

しかしながら、看護師がスポーツ現場で果たすべき役割や従事するにあたって身に着け

ておくべき知識や技術に関する見解の共有はされていない。さらにスポーツは競技スポー

ツ（プロ、アマ）から健康スポーツ（生涯スポーツ）まで幅広く、実施も単発のイベント

から継続して行うもの（リーグ戦等）まで種類が多いが、それぞれの現場で看護師が救護

に当たる際に必要な情報は十分にない。 

 

２．研究目的 

 

スポ―ツ現場における救護内容や看護師の役割を明らかにし、スポーツ現場で活躍する

看護師に求められる能力を検討することである。  
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３．研究方法 

 

１)データの収集方法 

論文検索データベース医学中央雑誌 Web 版の検索サイトを用いて、「スポーツ」「救護」

「救急」「看護」をキーワードに対象論文を抽出した。（検索日：2023 年 11 月 27 日） 

(１)第一段階は原著論文を対象に検索式「「スポーツ」AND「救護」AND「看護」」で抽出し

た。さらに検索式「「スポーツ」AND「救急」AND「看護」」でも原著論文を対象に抽出

した。 

(２)第二段階として、会議録を除いた幅広い文献を対象に、検索式「「スポーツ」AND「救

急」AND「看護」」で抽出した。 

２)対象 

抽出の第一段階、検索式「「スポーツ」AND「救護」AND「看護」」で抽出された原著論文

は 15 件であった。入手不可能であった掲載年の古い文献 2 件を除外し、13 件を研究対象

とした。検索式「「スポーツ」「救急」「看護」」で抽出された 28 件のうち、タイトルと要旨

にてスクリーニングし重複を除外した結果 3 件が残った。以上、13 件と 3 件の合計 16 件

の原著論文があった。 

第二段階で抽出された文献数は 82 件であった。タイトルと要旨にてスクリーニングを

行い、スポーツ救護、看護に関連する 23 件の文献を対象とした。23 件のうち 12 件は前述

の原著論文にも含まれていた。第一段階、第二段階で検索された合計 39 件のうち、重複し

ていた 12 件を除いた 27 件を研究対象とした。 

３)分析方法 

抽出された 16 件の原著論文は掲載年順に番号を付与し、表題、著者、掲載年、掲載誌、

研究方法、研究対象、研究内容についてまとめた。取り上げられている救護内容や時代的

背景と動向、看護師の活動状況についての視点で分類した。 

研究対象の全 27 文献は競技、年代別の推移、救護体制や研究の傾向について分類し、看

護師に求められる能力について検討した。 

４)倫理的配慮 

対象論文の結果は、著作権法を確認及び遵守し、数値や用語の意味を損ねないよう忠実

に記載した。また対象論文が示す結果や知見と、本研究者が明らかにした結果や知見を区

別するように記述した。  
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４．結果 

 

１)原著論文 16 文献の概要 

抽出された対象の文献 16 件の論文掲載年は、2000 年代が 2 件、2010 年代が 8 件、2020

年代が 6 件であった（表 1）。2010 年代以降にスポーツ救護に関連した原著論文が増加し

ていた。研究方法は文献研究 1 件、質的研究 4 件、実証研究 3 件、症例研究 1 件、調査研

究 7 件であった。研究対象は、看護学生 2 件、養護教諭 1 件、受講者 1 件、救護スタッフ

6 件、選手（傷病者）3 件、救急救命センター1 件、競技施設 2 件であった。スポーツの

種類はプロ 2 件、アマチュア 13 件、その他 1 件であり、リーグ戦等で複数回を調査した

研究はなかった。 

２)原著論文の分析 

(１)心肺停止に対する救護 

原著論文のほぼ全てに「心肺停止」「BLS（一次救命処置）」「AED(自動体外除細動器)」な

どの心肺停止時の救護に関する内容が含まれていた。特にマラソン・ロードレース競技に

おける救護活動においては、心肺停止への速やかで確実な処置をするための人員配置や物

品準備などについての報告や調査研究文献が 5 件中 3 件あった（№8, 9, 16）。また、スポ

ーツ救護のボランティア研修において BLS や AED の実技演習を行うことで、一定の知識・

技術の向上がみられ、受講者の満足度は高まっていた（№2,4）。 

(２)マスギャザリングへの医療対応 

原著論文の 2000 年代から 2012 年頃までは、マスギャザリングへの医療対応について多

く研究されていた。2001 年の明石花火大会歩道橋事故をきっかけにマスギャザリングへの

医療対応の必要性が考えられるようになり、2012 年頃には国際レベルの大規模イベントに

ついては十分な準備が行われるようになったが、中小規模イベントの対応状況については

あきらかになっていないことが課題として述べられていた（№12）。2009 年、2011 年にプ

ロ野球や J リーグの競技場を対象に行われた調査では、救護設備や医師・看護師の配置な

どが一定ではなく、集団災害への意識が高いとはいえない状況も明らかとなっていた（№

13,15）。 

(３)スポーツ救護に関する教育・人材育成 

2010 年代に入り、スポーツ救護人員の教育や育成に関する研究が盛んに行われるように

なってきた。宮崎大学医学部看護学科や宮崎県看護協会などが中心となり 2010 年に設立

された「日本健康運動看護学会」が認定・普及にあたる「健康スポーツナース」の活動か

らは、今後の課題として広報活動や研修内容の充実があげられている（№5）。本研究の対

象文献のなかで、初めてスポーツと看護に焦点をあてられている論文がこの 2020 年掲載

の文献であった。また 2020 年代に入り、看護学生がボランティアとしてスポーツ救護活動
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に参加する上での教育等に関連した文献も多数あった（№1, 2, 3）。  

(４)新しいスポ―ツ救護関連技術に関する研究 

2014 年以降、スポ―ツ歯科、ICT ヘルメットの開発と検証、救護スタッフのストレス評

価指標として唾液アミラーゼ測定の実証研究など、スポ―ツ救護現場にも新たな知識や技

術の導入に関する報告がみられるようになった。 

スポーツに起因する顎口腔外傷の増加や重症化が指摘される中で、スポーツ歯科の必要

性も明らかになってきたが、すべてのスポーツ現場に歯科医師等を配置することは困難で

あるため、配置されているスタッフへのスポーツ歯科の知識の普及が急務であると述べら

れていた（№10）。ICT ヘルメットの救護活動での活用は、使用した 95.6％の救護スタッフ

から「救護の質が上がった」という報告や今後のさらなる発展が期待されている（№6）。

唾液アミラーゼの測定によりストレスの評価を行った研究では、有意差はなかったものの

救護経験の少ないスタッフや救急車対応をしたスタッフが特にストレスを強く感じている

傾向がみられ、事前のシミュレーショントレーニングやストレスケアを行う準備を整えて

おく必要性を指摘する研究報告があった（№7）。 

(５)看護師の活動状況 

16 件全ての文献のスポ―ツ救護の場面に「看護師」は存在していたことの言及があった

が、その明確な役割について述べられている研究はなかった。2020 年に初めて「スポーツ」

と「看護」に明確に焦点があてられ、日本健康運動看護学会が認定する「健康スポーツナ

ース」らへのインタビューから看護師の活動の分析が行われていた（№5）。スポーツ現場

では看護師であるからこそできるサポートの健康相談や保健指導なども行われていること

や、スポーツナースとして積極的に活動することの必要性、また救護活動においては看護

師のアセスメント能力が重要であり迅速かつ適切な判断に繋がることが述べられていた

（№5）。 

また、病院等で働く看護師が患者の急変時に一次救命処置を施しながら状態をアセスメ

ントし、アセスメント内容を医師らへ報告し処置へ繋ぐスキルは、スポーツ現場において

も応用できるとし、看護師の介入の必要性を述べた報告もあった（№14）。 

３)全 27 件の文献の競技別・年次推移の概要と分析 

対象文献 27 件を競技別に分類し、表 2 に示した。競技別に分類すると、マラソン・ロー

ドレース競技を対象とした文献が 10 件（53％）と最も多かった。次いで海洋スポーツ・水

泳競技 3 件、空手 2 件、柔道・バレーボール・サッカー・野球がそれぞれ 1 件ずつであっ

た（図 1）。また、特定の競技を対象としていない調査研究などが 8 件あった。プロ 2 件、

アマチュア 24 件、その他 1 件であり、リーグ戦等の継続した研究はなかった。 

対象文献の掲載年は 2000 年代が 3 件、2010 年代が 10 件、2020 年代が 10 件と増加傾向

であった。図 2 は掲載年をさらに詳細な 5 年毎に分類し、件数の推移を比較した結果であ
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る。文献数は特に 2020 年以降に増えていた。 

マラソン・ロードレースでは心肺停止に対する救命処置が主な救護活動となっており、

災害派遣医療チーム DMAT（Disaster Medical Assistance Team）が派遣されている大会も

あった（№4）。メディカルランナーとして救護を目的に大会に参加している医師や看護師

により救命された選手の症例報告もあった（№7）。一方で、マラソン以外の柔道、水泳競

技でも心肺停止のリスクは存在すると報告されている（№13,14）が、2 件の報告のみであ

った。 

４)その他 

(１) 地域性  

原著論文 16 件のうち、北陸 3 件と関東 2 件、東北 1 件以外の 10 件は、近畿以西の地域

からの発表だった。全体でも 27 件の文献のうち 16 件が近畿以西から報告されていた。 

(２) 救護活動における「責任」や「費用」について 

スポーツ救護活動に盛んに取り組まれるようになり、ボランティアとして救護に参加す

る場合の身分や保障について、医師やライフセーバーは派遣費が高額であること、重症傷

害が発生した場合の事後検証や原因究明が競技によって不可能であることなど、「費用」や

「責任」の問題についても言及されていた（№11,22）。 

 

５．考察 

 

１)スポーツ救護要員に最も求められている心肺停止に関する知識・技術 

令和 3 年の救急車が現場に到着するまでの所要時間は全国平均で約 9.4 分（対前年比 

0.5 分増）である (総務省消防庁，2022)。心停止時は電気ショックが 1 分遅れるごとに 1

割ずつ救命率が低下する (三田村他，2020)ことから、スポ―ツ現場において心停止が発生

した場合、救命するためには、現場に居合わせた者の蘇生が重要となる。このためマラソ

ン・ロードレース大会のように大人数が参加し、心停止のリスクが高いスポ―ツでは、医

師や看護師などの救護要員と AED の配置など救護体制の構築が進んできたと考える。一方

で、空手競技でも側腹部に回し蹴りを受けて心肺停止状態となった症例報告 (伊波他，

1998)やフットサルでボールを前胸部でトラップした際に倒れ心停止した事例 (田中他，

2013)などマラソン・ロードレース以外の競技でも心肺停止の報告があるため、救護スタッ

フにとって心肺停止時の対応能力は必須である。しかし、医学部を卒業し病院で働く研修

医であっても「マラソン大会の救護活動に参加する前には心肺停止時の対応について再度

確認した (中村他，2023)」、救護活動に参加したスタッフが「スポーツの現場では一般的

な理学療法養成課程の学びだけでは不十分 (松下，2022)」と述べているように、スポーツ

救護の教育や人材育成は継続して取り組むべき課題でもある。 
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２)スポ―ツ救護の歴史とこれからの課題 

わが国においてイベント開催時の医療救護体制について、2000 年ごろまでは積極的な検

討が行われてこなかった(林他，2012)が、2001 年の明石花火大会の歩道橋事故や 2002 年

のワールドカップサッカーの開催を契機に注目されるようになった (古川，2016)。これら

のイベントや事故を機に、マスギャザリング医療について考え取り組まれ始めた。そのた

め、マラソン・ロードレース競技のような大規模な大会の救護体制の構築が、他の競技に

先行して行われてきたのではないかと考える。また医療従事者のみ取り扱うことができた

AED の使用も 2004 年に医療資格が不要となり(高橋，2015)、救護スタッフへの救急蘇生法

や AED の使い方の講習も行われるようになっていった。2011 年には「スポ―ツ基本法」が

施行され、スポーツは国民にとってより身近なものになっている。 

今後はすべての競技への救護体制の確立と同時に、スポーツ救護スタッフの教育・育成

や保障、費用面などが課題となると考える。また安全なスポーツ環境のため、ICT ヘルメ

ットをはじめとした AI 技術を取り入れた安全で確実な救護体制の構築も進むことが期待

される。 

本研究の対象文献の研究や活動が近畿以西の地域で多く報告されていた。日本にあるス

ポーツに関する看護師を養成している組織は、宮崎県と兵庫県に本部をおいており、この

ような環境的要因から、九州や近畿地方を中心にスポーツ医療・救護などの研究が行われ

てきたのではないかと推測する。この地域性が偶発的なものか、地域の要因があるのかに

ついて、今後研究を重ねていく必要があると考える。 

３) 看護師に求められる能力 

本研究で対象としたほぼ全ての文献のスポ―ツ救護の場面に「看護師」は存在していた

が、看護師の役割や活動に焦点はあたっていなかった。平成 28 年の看護師の主な活動の場

は 63.2％が病院 (厚生労働省)であり、活動の場の調査項目に「スポーツ現場」は存在し

ない。スポ―ツ現場で活動する看護師は「その他」の 0.7％に含まれるか、労働ではない

ボランティアなどの形態で活動していると推測できる。看護師とスポーツとの関わりは、

さまざまな年齢の対象者に対してスポーツ現場だけでなく外来や手術室、病棟、リハビリ

テーションルーム、場合によっては学校の保健室の養護教諭の関わりも含めたあらゆる場

所が看護の場 (小林，2022)となる。本研究の文献レビューにおいてスポーツ救護の場面で

看護師に求められている能力は、一人でも判断ができる「アセスメント能力」と「AED・BLS

等の一次救命処置能力」であると考えられた。看護師などの有資格者であれば、心肺停止

の知識や技術は学生時代に学び、一度は BLS 講習の受講をしている場合が多い。しかし増

山(2008)の研究では、BLS 研修 6 カ月後では知識が著明に低下する。心肺停止のリスクが

あるスポーツ現場で救護活動に従事する者は、BLS の知識・技術の再確認が必要であると

考える。また競技により生じやすい外傷・急病も異なると考えられ、競技に応じた救護知
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識や技術の習得が求められる。看護師は予防から救護活動、治療・回復のすべての過程に

存在し、スポーツの対象であるすべての国民を支えていくことができる存在となっていく

ことができると考える。 

４）スポーツ救護活動と看護師の役割に関する研究の余地と本研究の限界 

マラソン・ロードレース競技における救護体制が構築されてきたことが明らかであった。

今後は救護体制が不十分である競技への発展が急務である。現在スポーツは 200 種類以上

ある（笹川スポーツ財団）と言われている。今回の調査においても多くの競技において、

その救護体制や必要な処置についての情報がほとんどないことがわかった。また報告され

ている多くの研究は単発のイベントでの出来事で対象もさまざまであり、対象ごとの特徴

は十分に明らかになっていないことがわかった。そして、そこでの看護実践についての情

報はさらに少ないことが明らかとなった。競技一つ一つに外傷の種類や発生しやすい事故

の分析などを進め、対応や看護についての知識を共有していくことが今後求められる。 

本研究は国内の文献を対象にしており、海外での研究の動向についての調査を今後行う

必要がある。また、スポーツ大会数やスポーツ参加者数の推移と傷害発生数の関連につい

ても今後検討を行う必要がある。  

 

６．結論 

 

本研究で対象とした国内の研究報告は 27 件あり、原著論文は 16 件、その他 11 件であ

った。ほぼ全ての原著論文に「心肺停止時の救護」に関する内容が含まれていた。またマ

ラソン・ロードレースの陸上競技を対象とした研究や報告が半数以上を占めており、マラ

ソン・ロードレース競技以外の救護に関する知見を増やす必要性があることがわかった。

2001 年以降、マスギャザリングへの医療対応をもとに、スポーツ救護の活動・研究が増え

てきていた。スポーツ救護現場で最も重要なことは心肺停止への対応であり、医療従事者

を中心に救護体制が構築されている。しかし、体制が整ってきているのは一部のスポーツ

であるため、今後全てのスポーツでの救護体制の充実が求められる。 

また救護スタッフの一員として活動する「看護師」に最も求められている能力は「アセ

スメント能力」と「AED・BLS 等の一次救命処置能力」であることから、これらの能力の獲

得と維持に努める必要があると考える。しかしながら、限られた競技での報告であり、看

護に関する情報はさらに少ないことがわかった。 

全ての国民が安心してスポ―ツに取り組める社会の実現、つまり障がい者をはじめ誰も

がスポーツに積極的に参加・貢献していくことができる共生社会の実現のためには、スポ

―ツ救護スタッフの教育や育成が求められている。これらの教育活動を充実させるために

も各スポーツの現場での救護活動に関する知識を系統的に整理し、共有するための研究を
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進める必要がある。 
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Research Paper 

 

Trends in sports rescue operations and the role of nurses: 

a literature review 

 

This study reviewed domestic research on trends in sports rescue systems and the 

role of nurses, and examined current conditions and issues. The literature was 

searched in the Central Journal of Medicine using the keywords "sports," "first 

aid," "emergency," and "nursing" without limiting the time period, screened by 

title and abstract, and extracted the target literature. Twenty-seven papers 

were extracted, of which 16 were original papers and 11 were others. Almost all 

of the original papers contained content on "cardiopulmonary arrest rescue. 

Research trends include a lot of research on mass gathering medicine from the 

2000s to 2012, followed by a lot of research on education and training of sports 

rescue personnel. In recent years, there have been reports on the development 

and demonstration of helmets using ICT technology, research in the field of 

sports dentistry, and studies on stress assessment for first aid staff. Although 

"nurses" are present in almost all of the sporting sites in the literature, only 

one study described an explicit role for nurses. 

In all, about 53% (10) of the 27 studies were conducted in athletics (marathons 

and road races), followed by 3 in marine sports and swimming, 2 in karate, and 1 

each in judo, volleyball, soccer, and baseball. Marathon and road race 

competitions are mass gathering events involving large numbers of participants, 

and the risk of cardiopulmonary arrest is high due to the nature of the event, 

which is why we believe that the development of first aid systems and research 

has been advanced. The most important thing in a sports setting is to respond to 

cardiopulmonary arrest, and the ability required of nurses working as part of the 

rescue staff was considered to be the "assessment ability" to make decisions on 

their own. On the other hand, efforts to address small- and medium-scale sporting 

events and minor sports have just begun, and there is a need to improve the first 

aid system for all sports in the future. 

 

Keywords: Sports first aid   Sports nursing   Assessment skills of nurses 

Sports trauma   Sudden sports death 
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表1.原著論文一覧 

№ 表題 
著者 

(発行年) 
研究 
方法 

対象 内容 

1 

スポーツマスターズ2007び
わこ大会の救護医師および看
護師に対する一次救命処置お
よび自動体外式除細動器使用
に関するアンケート結果 

山岡他 
(2008） 

調査 
研究 

救護 
スタッ
フ 

日本スポーツマスターズ2007びわこ大会で救護に協力した医師72名と看護師68名を対象に、一次救命処置(BLS)、自動体外除細動器
(AED)についてアンケート調査を行い、医師60名（回収率83.3％）看護師53名（77.9%）から回答が得られた。医師の8割弱が事前
にAED講習会を受講し、6割強がAED使用可能と回答した。しかし医院その他勤務の看護師において、BLSを実行しAEDを使用可能と
答えたのは2名のみであった。救命処置のスキルレベルアップが期待される。 

2 

本邦における日常的マスギャ
ザリング医療体制の研究(第
一報)：プロ野球本拠地13球
場における救急・集団災害医
療体制の実態調査 

久保山他
(2009） 

調査 
研究 

競技施
設 

マスギャザリング環境の代表として全国のプロ野球の本拠地球場を対象に日常的医療救護の実態と集団災害に対する備えの調査を目的
にアンケートと実地調査を行った。全13球場から回答を得て、同意が得られた11か所の球場の視察と所轄消防の面談を行った。プロ
野球公式戦開催時は医師1名、看護師0～2名が配属されており、救命士などがボランティアで参加していた。医務室・救護室などは
広さ・設備、救急車両のアクセスもまちまちだった。各球場内の医療・救護体制は機能していたが、充実していたというよりも警備・
警戒により大事故が未然に防がれているという面が大きいと推察された。 

3 空手道競技における外傷 
南 昌秀 
(2010） 

調査 
研究 

選手 
(傷病
者） 

空手道競技大会における外傷を10年間に渡り調査し、検討した。調査可能であった86大会10,777試合を対象とし、全ての大会で医
師または看護師が競技場内で待機し救護行動を行った。外傷発生数は598例（発生率5.5％）であった。特に高校生男子の外傷発生率
が高かった。外傷の種類は打撲に次いで鼻出血が多かった。 

4 

本邦における日常的マスギャ
ザリング医療体制の研究(最
終報告)：Jリーグスタジア
ムにおける救急・集団災害医
療体制の実態調査 

久保山他 
(2011） 

調査 
研究 

競技施
設 

マスギャザリング医療の実態把握のため、日本プロサッカー「Jリーグ」38チームのホームスタジアム49ヶ所の管理者に対しアンケ
ート調査を行い、29スタジアム(59.2%)から回答を得た。全スタジアムに救護室・AEDは設置されていたが、医師・看護師が常駐しな
い施設もあり、日常的な救護・医療体制への意識が高いとは言えず、集団災害への意識はさらに低いと思われた。今回のアンケート結
果からがサッカー界の救護・医療に対する認識の低さと備えの脆弱さがみられた。 

5 
わが国におけるイベント開催
時の医療救護派遣の実態につ
いて 

林他 
(2012） 

調査 
研究 

救命救
急 

センタ
ー 

わが国では2000年まではイベント救護について積極的な検討が行われていなかったが、2001年の明石花火大会歩道橋事故をきっかけ
にマスギャザリングへの医療対応の必要性が考えられ、国際レベルの大規模イベントについては十分な準備が行われるようになった。
しかし中小規模イベントの対応状況については明らかになっていないため、全国233の救命救急センターを対象として、医療救護派遣
に関するアンケート調査を実施した。117施設（回答率50％）から回答があり、63％の施設で派遣経験があった。スポーツ関連が
69％と最も多く、医師161件、看護師147件であった。身分保障がないボランティアでの派遣も一定割合認められ、対策が必要だと考
えられた。 

6 高校空手道競技における外傷 
南 昌秀 
(2014) 

調査 
研究 

選手 
(傷病
者） 

高校空手道競技大会における外傷を12年間に渡り調査し、検討した。22大会3,905試合を対象とし、対象の全ての大会に医師または
看護師が競技場内で待機し救護行動を行った。外傷症例数は255例、外傷部位272例であった。顔・頭部、打撲・挫傷が最多であっ
た。鼻出血も多いため鼻出血の処置の教育が必要である。12年間で心肺停止や入院加療が必要な症例はなかったが、回し蹴りを側腹
部に受け心肺停止に陥った症例の報告もあるため、AED等の準備も怠ってはならない。 

7 

ぎふ清流国体・ぎふ清流大会
デンタルサポート事業：メデ
ィカルスタッフに対するスポ
ーツ歯科に関するアンケート
調査 

西脇他 
(2014） 

調査 
研究 

救護 
スタッ
フ 

近年スポーツに起因する顎口腔外傷の増加や重症化が指摘されている。スポーツ現場での歯科医師などの参加が望ましいが、配置され
ていない現場ではメディカルスタッフに対するスポーツ歯科に知識の普及が急務である。メディカルスタッフに対しスポーツ歯科に関
するアンケートを実施した。清流国体89名（回収率17.4％）および障害者スポーツ大会である清流大会54名(60％)から回答が得ら
れた。スポーツ歯科の認知度は28.7％であり、マウスガードに関する知識も低かった。スポーツ歯科に関する知識の普及啓発の必要
性が感じられた。 
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表1.原著論文一覧（続き） 

№ 表題 
著者 

(発行年) 
研究 
方法 

対象 
内容 

 

8 
マラソン中に心肺停止となっ
た特発性心室細動の1例 

佐竹他 
(2015） 

症例 
報告 

選手 
(傷病
者） 

30歳代男性がハーフマラソン大会で、スタートから15km付近で心肺停止状態となった。救命救急プロジェクトで参加していた医師・
看護師によるCPRの施行、AEDにて心拍再開を得た。特発性心室細動と診断された。器質的心疾患を有さない者の致死的不整脈がスポ
ーツ中に発生することは明らかであり、スポーツ現場での医療者とAEDの配備が重要である。 

9 
大規模市民マラソンにおける
災害医療システムの応用と重
症度判定の導入 

守川他 
(2015） 

実証 
研究 

救護ス
タッフ 

奈良マラソン(参加者約1万人)にて災害医療システムの応用と重症度判定の導入をし、現場への出動連絡までの連絡時間の短縮が可能
かを比較検討した。2011年、2012年、2013年の連絡時間では有意な時間短縮が示唆された。業務調整員を増員配置したことで時間短
縮につながった可能性が高い。また2012年、2013年に合計55名の重症度判定を行った。重症度判定が時間短縮に結びつく結果は出
なかったが緑・赤・青と判断された場合、次の行動の判断につながり重症時に躊躇せず救急搬送の判断が下せる可能性が示唆された。 

10 

スポーツイベントにおける救
護活動時の唾液アミラーゼに
よるストレスチェック指標の
検討 

喜熨斗他
(2019） 

実証 
研究 

救護ス
タッフ 

救護活動前後の唾液を採取しaアミラーゼ活性を測定することで、救護スタッフ（対象者399人）の客観的ストレスの評価を行った。
結果に有意差はなかったが、救護活動の経験が少ない者、救急車要請対応をした者のストレスを感じている割合が増えた。 

11 

音声通信・映像伝送機能を搭
載した救護活動専用ヘルメッ
トを用いたスポーツイベント
での救護活動の効果の検証 

喜熨斗他 
(2020） 

実証 
研究 

救護ス
タッフ 

音声通信・映像伝送が可能なICTヘルメットを開発し、マラソン・ロードレース大会にて自転車でコースを巡回する救急救命士、看護
師などが使用した。ICTヘルメットを使用して救護活動を行ったスタッフにアンケート調査を行い、45名から回答を得た。95.6％が
「救護の質が上がる」と回答した。メリットとして「言葉がなくても情報が伝わる」「救急要請がスムーズ」「経験が浅い者の不安の軽
減」、デメリットとしては「監視されているようでプレッシャーに感じる」「傷病者にも声が聞こえ不快感を与える」などがあった。 

12 
健康スポーツナースの今後の
課題と発展性 

大島他
(2020） 

質的 
研究 

看護
師・ 
医師・
理学療
法士 

健康スポーツナースの課題と活動の発展性を明らかにするため、健康スポ―ツナース3名とスポーツ現場に関わる看護師1名、医師1
名、理学療法士1名にインタビューを行い分析した。健康スポーツナースの知名度が低く活動の場が確立されていいないこと、運動器
に関する研修内容が充実していないことから、広報活動や研修内容の追加等が課題であった。看護師と健康スポーツナースの共通点と
してスポーツ現場において看護師は一人で活動することが多く、迅速かつ正確なアセスメントが求められることも明らかになった。 

13 
海洋医療即時対応ICMM研修
の学習効果評価と今後の展望 

伊井他 
(2020） 

質的 
研究 

受講 
者 

海洋医療即時対応研修ICMM受講者に対し、研修前後に受講者57名に対し自己評価調査を実施した（回収率100％）。医師が22名
（38.6％）と最も多く、看護師は3名（5.3％）であった。「BLSとAED」は、受講生全員が受講後、ほぼ対応できる以上の評価となっ
た。職種により受講前の知識に違いがあったが、すべての職種で一定の学習効果があった。医師や看護師でも受講前に「対応できる」
という人は少なかった。 

14 

スポーツ救護ボランティアに
おける看護技術教育プログラ
ムの構築：養護教諭のスポー
ツ救護の学習ニーズに関する
実態調査(第1報) 

小林他 
(2021） 

質的 
研究 

養護 
教諭 

2020年度県内に勤務する養護教諭301名を対象としたアンケート調査（回収率37.2％）。スポーツ救護に関する学習会の参加希望は
63.4％と関心が高い。関心のあるけがや病気は眼部の打撲・捻挫・肉離れ、脳震盪・熱中症・アレルギー・呼吸困難などであった。困
ったことはアセスメントが難しい。演習でテーピング技術を学びたい、救急搬送の判断、受傷した選手への心理的アプローチを知りた
いなどの声があった。 

15 
看護学生に対するスポーツ救
護ボランティア研修の意義と
今後の方向性 

大串他 
(2021） 

質的 
研究 

看護 
学生 

2020年度スポーツ救護ボランティア研修に参加した看護大学生48名を対象とし、研修後に無記名自記式アンケートを実施した。100%
の回収率であり、研修に対して全体的に肯定的な評価であった。演習で包帯、AEDなどの実技演習を用いたことが満足度を高めた。し
かし演習時間の短さを指摘する意見が顕著であり、技術の習得が不十分な状態で修了していた。今後の希望として具体的なスポーツ
（野球やサッカーなど）での救護場面の研修を望む声があった。受講者自身が学習をコントロールできるオンデマンドが、親和性が高
いと考える。講師（大学の教員）の専門性について、検討していく必要がある。 
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表2.競技別一覧 

№ 表題 
著者 
発行年 

研究 
方法 

対象 内容 

マラソン、ロードレース競技 

1 
諏訪湖におけるマス・ギャザリン
グの救護活動 諏訪湖マラソン大
会 

上條他 
(2005) 

活動 
報告 

傷病者・ 
救護 

スタッフ 

2003年の諏訪湖マラソン大会での医療救護体制と救護状況について報告し、スポーツイベントにおけるマス・ギャザリングに対す
る救護について検討した。5961名の競技参加者に対し、医師7名、看護師6名、理学療法士25名の合計59名で救護活動を行っ
た。軽傷者30名、病院搬送7名の対応をし、うち2名は心肺停止患者であった。卒倒からAED装着まで1分、2例目は3分であっ
た。2例とも競技前から体調がすぐれなかったとの情報である。処置室に隣接して理学療法士によるテーピング・マッサージ・スト
レッチ・アイシングのサービスを行ったことで救護本部を受診する傷病者を抑制できたと思われる。 

2 
第12回東京・荒川市民マラソンin 
ITABASHIにおける救護ボランティ
ア報告 

林 
(2010) 

活動 
報告 

学生ボラン
ティア 

救命救急士コースの学生10名と看護学科の学生10名がマラソン大会の救護ボランティアとして参加した。事前にランナーの事故を
想定したシミュレーション訓練を行った。2人1組の救護班に分かれ、運営側が分けた10個のブロックそれぞれに配置して救護活
動を行った。学生はブロック内を巡回し、事故を認知すると傷病者の観察をして本部に連絡を入れて指示を仰ぐ。合計13件の救護
事案の対応を行った。 

3 
2013北海道マラソンの救護班体制
とその稼働状況 

佐久間 
(2013) 

活動 
報告 

救護 
スタッフ 

毎年8月末に開催されるマラソン大会であるため通常重要となる心肺停止症例対策に加え、熱中症の対応も重要となる。救護体制は
医師・看護師・理学療法士・各種医療者の専門学校学生などであったが、2012年より北海道救急医学会が参加し心肺停止への対応
がより充実する体制となった。看護協会が協力し、ゴールテントに看護師55名、コース上の救護所に５名、コース上のテントに２
～3名配置され、搬送時の民間救急車にも看護師が同乗した。またメディカルランナーとしても看護師20名が伴走した。傷病者は
過去の統計をみても熱中症が約3分の２を占めている。他の地域では救護体制に十分な資金を投入できない大会も多い。 

4 
マラソン中に心肺停止となった特
発性心室細動の1例 

佐竹他 
(2015) 

症例 
報告 

選手 
(傷病者) 

30歳代男性がハーフマラソン大会で、スタートから15km付近で心肺停止状態となった。救命救急プロジェクトで参加していた医
師・看護師により速やかにCPRが施行され、AEDにて心拍再開を得た。特発性心室細動と診断された。稀ではあるが、器質的心疾患
を有さない者の致死的不整脈がスポーツ中に発生することが明らかであり、スポーツ現場での医療者とAEDの配備が重要である。 

5 
大規模市民マラソンにおける災害
医療システムの応用と重症度判定
の導入 

守川他 
(2015) 

実証 
研究 

救護 
スタッフ 

奈良マラソン(参加者約1万人)にて、災害医療システムの応用と重症度判定の導入をし、現場への出動連絡までの連絡時間の短縮が
可能かを比較検討した。2011年、2012年、2013年の連絡時間では有意な時間短縮が示唆された。業務調整員を増員配置したことで
時間短縮につながった可能性が高い。また2012年、2013年に合計55名の重症度判定を行った。重症度判定が時間短縮に結びつく
結果は出なかったが、緑・赤・青と判断された場合、次の行動の判断につながり、重症時に躊躇せず救急搬送の判断が下せる可能性
が示唆された。 

6 
スポーツイベントにおける救護活
動時の唾液アミラーゼによるスト
レスチェック指標の検討 

喜熨斗他
(2019) 

実証 
研究 

救護 
スタッフ 

救護活動前後の唾液を採取しaアミラーゼ活性を測定することで、救護スタッフ（対象者399人）の客観的ストレスの評価を行っ
た。結果に有意差はなかったが、救護活動の経験が少ない者、救急車要請対応をした者のストレスを感じている割合が増えた。 

7 
伊万里ハーフマラソン医療救護班
におけるDMAT活動報告 

田中他 
(2019) 

活動 
報告 

傷病者・ 
救護 

スタッフ 

参加者3000人を超える伊万里ハーフマラソンにおいて、伊万里有田共立病院DMATは医療救護班として活動している。医療救護班と
して医師6名、看護師10名、消防職員22名を配置した。傷病者は15～20名／年発生しているが、心肺停止症例は発生していな
い。しかし全国的にレース数に増加に伴い、心肺停止症例も報告されるようになっている。本大会でも3分以内の蘇生処置開始を目
指し、特に心肺停止の発生頻度が高い後半に重点的に救護所を設置した。スポーツイベントでの医療救護活動は多数傷病者対応と似
ており、災害対応の大原則（CSCATTT）に沿って活動した。 

表1.原著論文一覧（続き） 

16 
看護学生がスポーツ救護活動
を実践する機会と資質能力に
関する文献検討 

小川他
(2022） 

文献研
究 

看護学
生 

看護学生が「スポーツ救護活動」を実践する機会と資質能力を明らかにするために「スポーツ救護活動」をキーワードとして文献検索
し、抽出された28件の文献検討を行った。内容を分析した結果「養護教諭の救急処置」「学校教育におけるスポーツの意義」「看護学
の学修としてのスポーツ救護」「地域保険と学校保健の連携」「スポーツ現場における緊急時対応」「アスレティックトレーナー・スポ
ーツトレーナーの関与の実態」「スポーツにおける看護師の役割」の７つのカテゴリーに分類できた。 
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表2.競技別一覧(続き) 

№ 表題 
著者 
発行年 

研究 
方法 

対象 内容 

8 

音声通信・映像伝送機能を搭載し
た救護活動専用ヘルメットを用い
たスポーツイベントでの救護活動
の効果の検証 

喜熨斗他 
(2020) 

実証 
研究 

救護 
スタッフ 

音声通信・映像伝送が可能なICTヘルメットを開発し、マラソン・ロードレース大会にて自転車でコースを巡回する救急救命士、看
護師などが使用した。ICTヘルメットを使用して救護活動を行ったスタッフにアンケート調査を行い、45名から回答を得た。95.6％
が「救護の質が上がる」と回答し、メリットとして「言葉がなくても情報が伝わる」「救急要請がスムーズ」「経験が浅い者の不安の
軽減」、デメリットには「監視されているようでプレッシャーに感じる」「傷病者にも声が聞こえ不快感を与える」などがあった。 

9 
看護学生がスポーツ救護活動を実
践する機会と資質能力に関する文
献検討 

小川他 
(2022) 

文献 
研究 

看護学生 

看護学生が「スポーツ救護活動」を実践する機会と資質能力を明らかにするために「スポーツ救護活動」をキーワードとして文献検
索し抽出された28件の文献検討を行った。内容を分析した結果「養護教諭の救急処置」「学校教育におけるスポーツの意義」「看護
学の学修としてのスポーツ救護」「地域保険と学校保健の連携」「スポーツ現場における緊急時対応」「アスレティックトレーナー・
スポーツトレーナーの関与の実態」「スポーツにおける看護師の役割」の７つのカテゴリーに分類できた。 

10 
大規模イベントへ派遣された救護
班に研修医として参加した経験 

中村他 
(2023) 

活動 
報告 

医師・ 
傷病者 

第11回ぎふ清流ハーフマラソン大会の岐阜赤十字病院救護班に、筆者が研修医として参加した際の活動報告である。研修医である
筆者は、事前準備としてマラソン大会で生じうる傷病の学習と心肺停止時の対応について確認した。院内救急外来は医療資源が整っ
ており検査など行えるが、救護活動では問診や身体所見のみで判断しなければならない。また治療が目的となる救急外来と異なり、
救護活動では観察を通じて病院搬送の判断をすることまでが目的であることなど、異なる環境下での医療を経験できたことを報告し
ている。 

海洋スポ―ツ・水泳競技 

11 
日本水泳ドクター会議における会
場救護活動の現状 

辰村 
(2019) 

総説 医師 
水泳競技会では、すべての大会に救護医を派遣できているわけではない。人員配置は予算などを元に調整され、看護師、ライフセイ
バーとともに配置される。AEDの準備は必須であり、水際での活動も想定して半袖・短パン・サンダルの準備が望ましい。救護活動
中の医師賠償保険は、運営側は未加入であり、水泳競技に関わらず、日本におけるスポーツ現場活動の問題点である。 

12 
海洋医療即時対応ICMM研修の学習
効果評価と今後の展望 

伊井他 
(2020) 

質的 
研究 

受講者 

海洋医療即時対応研修ICMM受講者に対し、研修前後に受講者57名に対し自己評価調査を実施した（回収率100％）。医師が22名
（38.6％）と最も多く、看護師は3名（5.3％）であった。「BLSとAED」は、受講生全員が受講後、ほぼ対応できる以上の評価とな
った。職種により受講前の知識に違いがあったが、すべての職種で一定の学習効果があった。医師や看護師でも受講前に「対応でき
る」という人は少なかった。 

13 
宮崎式サーフィン競技安全度評価
を1シーズン使用してみて 

小島他 
(2023) 

実証 
報告 

傷病者・ 
救護 

スタッフ 

サーフィンは命の危険を伴う競技であるが、マイナースポーツであるため大会などにメディカルスタッフが派遣されることは少な
い。2022年に宮崎県内で行われたアマチュアサーフィン大会8大会15日間を対象に、宮崎式サーフィン競技安全度評価を使用し
た。評価基準は、メディカルスタッフ、ロケーションと救護体制、会場環境からポイント化し、総合的にA・B・Cで安全度を決定し
ている。期間中に安全度Aは11日、安全度Bは4日であった。医師やライフセーバーが不在の安全度Bの日に、重傷障害が発生し
たが、安全度との因果関係はなかった。ライフセーバーの派遣費は高額であることや医療スタッフの日当も無料・現物支給など、今
後安全度をあげるためには運営側との調整も必要である。またラグビーでは重傷障害の報告義務があるため事後検証が可能だが、サ
ーフィンでは個人情報の扱いとなってしまい原因の究明ができていない。 

柔道競技 

14 
柔道競技における看護師の実践報
告 

山田他 
(2022) 

活動 
報告 

看護師 

柔道大会や練習会での看護師としての活動報告である。（看護師による報告はみられない）柔道国内・国際大会や練習会にて救護活
動を行った。柔道は体重差により傷害の発生リスクが大きいため、体格や競技レベルに差が生じやすい練習会における医療者のサポ
ートは適切な処置につながる。競技の特性を理解しておく必要もある。看護師は病院等において急変の発見者になることが多く、一
時救命処置やアセスメントをして医師に繋ぐことを行っている。これはスポーツ現場でも応用できるスキルである。傷害発生リスク
が高い柔道競技には看護師も積極的に介入すべきである。柔道競技における看護師の役割の明確化が課題である。 
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表2. 競技別一覧(続き) 

№ 表題 
著者 
発行年 

研究 
方法 

対象 内容 

15 

東京オリンピックにおけるMEDICAL
スタッフの役割について 
インドアバレーボールでの活動報

告 

松下 
(2022) 

活動 
報告 

理学 
療法士 

東京オリンピック有明アリーナ会場でのメディカルスタッフとしての活動報告である。毎日違うスタッフであるため、情報共有やオ
ンライン事前研修を行った。医師、歯科医師、看護師、理学療法士、アスレティックトレーナーなど計10名程度のスタッフで全日
程の医務室と練習会場の運営を行った。医務室での対応は合計7件であり、練習会場ではテーピングの提供のみが4件あった。参加
した医師のリーダー湿布は素晴らしかったが、理学療法士養成課程の学びだけでは応急処置や救護搬送等の知識と技術は不十分であ

った。 

サッカー 

16 

本邦における日常的マスギャザリ
ング医療体制の研究(最終報告) J
リーグスタジアムにおける救急・
集団災害医療体制の実態調査 

久保山他 
(2011) 

調査 
研究 

競技施設 

マスギャザリング医療の実態把握のため、日本プロサッカー「Jリーグ」38チームのホームスタジアム49ヶ所の管理者に対しアン
ケート調査を行い、29スタジアム(59.2%)から回答を得た。全スタジアムに救護室・AEDは設置されていたが、医師・看護師が常駐
しない施設もあり、日常的な救護・医療体制への意識が高いとは言えない結果であった。さらに集団災害への意識はさらに低いと思
われた。サッカー界の救護・医療に対する認識の低さと備えの脆弱さがみとめられる結果となった。 

野球 

17 

本邦における日常的マスギャザリ
ング医療体制の研究(第一報) プ
ロ野球本拠地13球場における救
急・集団災害医療体制の実態調査 

久保山他 
(2009) 

調査 
研究 

競技施設 

マスギャザリング環境の代表として全国のプロ野球の本拠地球場をとりあげ、日常的医療救護の実態と集団災害に対する備えの調査
を目的に、アンケートと実地調査を行った。全13球場から回答を得て、同意が得られた11か所の球場の視察と所轄消防の面談を行
った。プロ野球公式戦開催時は医師1名、看護師0～2名が配属されており、救命士などがボランティアで参加している球場もあっ
た。医務室・救護室などは広さ・設備、救急車両のアクセスもまちまちであった。調査中、各球場内の医療・救護体制は破綻なく機
能していたが、警備・警戒により大事故が未然に防がれているという面が大きいと推察された。 

その他（競技の特定なし） 

18 アテネパラリンピックの医療体制 
山田他 
(2005) 

活動 
報告 

選手 
第12回パラリンピック競技大会の医療班として日本チームに同行し、24時間体制でメディカルサポートにあたった。大会中に延べ
323名が受診し、上気道症状や消化器症状が多かった。急な疾病や外傷等で競技に参加できなかった日本選手はいなかったが、メダ
リスト44名中29名が医務室で治療を受けており、メディカルサポートの必要性を感じた。 

19 
わが国におけるイベント開催時の
医療救護派遣の実態について 

林他 
(2012) 

調査 
研究 

救命救急 
センター 

わが国では2000年まではイベント救護について積極的な検討が行われていなかったが、2001年の明石花火大会歩道橋事故をきっか
けにマスギャザリングへの医療対応の必要性が考えられ、国際レベルの大規模イベントについては十分な準備が行われるようになっ
た。しかし中小規模イベントの対応状況についてはあきらかになっていないため、全国233の救命救急センターを対象として、医療
救護派遣に関するアンケート調査を実施した。117施設（回答率50％）から回答があり、63％の施設で派遣経験があった。スポーツ
関連が69％と最も多く、医師161件、看護師147件と大半であった。本人の身分保障がないボランティアでの派遣も一定割合認め
られ、対策が必要だと考えられた。 

20 

ぎふ清流国体・ぎふ清流大会デン
タルサポート事業  
メディカルスタッフに対するスポ
ーツ歯科に関するアンケート調査 

西脇他 
(2014) 

調査 
研究 

救護 
スタッフ 

近年スポーツに起因する顎口腔外傷の増加や重症化が指摘されている。スポーツ現場での歯科医師などの参加が望ましいが、配置さ
れていない現場ではメディカルスタッフに対するスポーツ歯科に知識の普及が急務である。メディカルスタッフに対しスポーツ歯科
に関するアンケートを実施した。清流国体89名（回収率17.4％）および障害者スポーツ大会である清流大会54名(回収率60％)か
ら回答が得られた。スポーツ歯科の認知度は28.7％であり、マウスガードに関する知識も低かった。スポーツ歯科に関する知識の
普及啓発の必要性が感じられた。 

21 

スポーツ救護ボランティアにおけ
る看護技術教育プログラムの構築 
養護教諭のスポーツ救護の学習ニ
ーズに関する実態調査(第1報) 

小林他 
(2021) 

質的 
研究 

養護教諭 

2020年度県内に勤務する養護教諭301名を対象としたアンケート調査（回収率37.2％）。スポーツ救護に関する学習会の参加希望は
63.4％と関心が高い。関心のあるけがや病気は眼部の打撲・捻挫・肉離れ、脳震盪・熱中症・アレルギー・呼吸困難などであった。
困ったことはアセスメントが難しい。演習でテーピング技術を学びたい、救急搬送の判断、受傷した選手への心理的アプローチを知
りたいなどの声があった。 
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表2. 競技別一覧(続き) 

№ 表題 
著者 
発行年 

研究 
方法 

対象 内容 

22 
看護学生に対するスポーツ救護ボ
ランティア研修の意義と今後の方
向性 

大串他 
(2021) 

質的 
研究 

看護学生 

2020年度スポーツ救護ボランティア研修に参加した看護大学生48名を対象とし、研修後に無記名自記式アンケートを実施した。
100%の回収率であり、研修に対して全体的に肯定的な評価であった。演習で包帯、AEDなどの実技演習を用いたことが満足度を高め
た。しかし演習時間の短さを指摘する意見が顕著であり、技術の習得が不十分な状態で修了していた。今後の希望として具体的なス
ポーツ（野球やサッカーなど）での救護場面の研修を望む声があった。受講者自身が学習をコントロールできるオンデマンドが、親
和性が高いと考える。講師（大学の教員）の専門性について、検討していく必要がある。 

23 スポーツと看護のこれから 
小林 
(2022) 

文献 
研究 

看護師 
スポーツ活動は幼児期から老年期までの広い世代で行われ、その目的も競技スポーツから趣味やレジャー、体力づくり、治療回復の
ための介入など多様である。スポ―ツにおける看護実践の場も多様であり、競技場やスポーツ施設などの現場、救急外来、手術室、
病棟、外来、教育機関などである。関連職種との協働や連携に関する研究を発展させていくことが今後の課題である。 

図 1.対象競技別の文献件数割合   図 2.文献数の経年変化 

マラソン 53%
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